
部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

� ニーズ対応

型食品加工業

振興事業費

5,164 県産農産物を活用した食品加工品の大口需要

の開拓を推進するため､ 首都圏等のパートナー

企業の掘り起こし､ 県内業者とのマッチングや

コーディネート､ 産学官連携プロジェクトによ

る商品開発支援を行うのに要する経費

� 農商工連携

推進人財育成

事業費(新規)

2,620 (再掲)

農林水産部 農山漁村の儲かる

｢地域経営｣ サポー

ト事業費 (新規)

15,000 農林水産業従事者の減少に対応して､ 農山漁

村地域の中核を担う経営体を育成するため､ 経

営指導体制を強化するとともに､ 地域リーダー

の育成研修及び集落営農組織等の経営革新実践

活動に対する支援等を行うのに要する経費

�農山漁村の儲かる ｢地域経営｣ サポート事

業費 12,000

�農山漁村地域経営活動事業費補助 3,000

補助金交付先 集落営農組織等

補 助 率 定額

きれいな水が育む

｢あおもり食産業｣

推進事業費

70,214 総合特区制度の認定に向け､ 健全な水循環シ

ステムの維持・保全を推進するため､ 流域単位

での環境に配慮したプランの策定や実践を支援

するとともに､ 農山漁村環境の保全・再生を図

る環境公共の取組みを展開するのに要する経費

�きれいな水が育む ｢あおもり食産業｣ 推進

事業費 (新規) 13,200

・県推進事務費 1,200

・ ｢きれいな水｣ 食料生産流域プラン策定

事業費補助 6,000

補助金交付先 流域関係者により構

成される協議会

補 助 率 定額

・ ｢きれいな水｣ 食料生産流域プラン実践

事業費補助 6,000

補助金交付先 流域関係者により構

成される協議会

補 助 率 １
２
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�環境公共推進技術実践事業費 17,014

・治山ダム等水質保全実践事業費 (新規)

3,100

・環境公共推進技術実践事業費 6,164

・漁港周辺の藻場づくり事業費 (新規)

7,750

�里地里山・田園保全再生事業費 (電源三法

交付金活用事業) 40,000

農山漁村ウーマン・

プレジデント育成

事業費

5,112 農山漁村の女性起業者間の連携による企業化

の促進及び６次産業化の拡大を図るためのワー

クショップ及びセミナーの開催､ 企業化に向け

た地域のモデル的な活動に対する支援等に要す

る経費

�県推進事業費 2,112

�女性企業モデル活動費補助 3,000

補助金交付先 農山漁村女性企業等

補 助 率 １
２

すぐそこ３時間

｢めじゃー青森｣

発信事業費

23,676 県産品の総合イメージの強化や認知度向上に

より､ 東北新幹線全線開業効果を持続的に獲得

するため､ 首都圏及び県内においてキャンペー

ン活動を展開するのに要する経費

�首都圏におけるあおもり食の魅力キャンペー

ン展開事業費 9,919

�県内におけるあおもり食の魅力キャンペー

ン展開事業費 13,757

青森の食産業を支

える ｢儲かる農業｣

実証事業費

22,578 生産者の収益性の向上につながる新たな流通・

販売体制の構築を図るための産地と外食・中食

企業とのマッチング､ 新たな物流システムモデ

ルの構築等に要する経費

青森県産品戦略的

販売促進事業費

(新規)

37,000

� ブランド化

促進モデル創

出事業費

22,000 県産品の知名度向上と販売促進を図るため､

素材・製品ごとのポジショニング分析を通じて､

既存製品のブラッシュアップ､ 高品質ブランド

モデルの創出を行い､ 首都圏メディアやバイヤー

に情報発信するのに要する経費
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� 戦略的新規

販路開拓事業

費

10,000 販売チャネルの多様化等の環境変化に対応す

るため､ これまで構築してきた大手量販店との

ネットワークの活用に加え､ 新規販売ルートの

開拓､ ネット販売市場への参入を支援するのに

要する経費

�国内量販店等販売強化事業費 6,000

�ネット販売参入支援事業費 4,000

� 地産地消応

援キャンペー

ン事業費

5,000 地元農林水産物の地産地消をより一層推進す

るため､ 小売店やコンビニエンスストアの協力

の下､ 地産地消応援キャンペーンを実施するの

に要する経費

県産農水畜産物消

費宣伝躍進事業費

64,381 県産農水畜産物の更なるブランド力の向上､

消費拡大を図るため､ 関係団体の企画力・斬新

性に富んだ手法を引き出し､ 消費者視点に立っ

た新たな消費宣伝活動を支援するのに要する経

費

�県産農水畜産物消費宣伝躍進事業費補助

64,125

補助金交付先 各農水畜産団体

補 助 率 １
３

�県推進事務費 256

あおもりの食の信

頼確保推進事業費

(新規)

5,177 本県における食の安全・安心を確保するため､

事業者に対する指導・監視体制の強化と消費者

の食に関する正しい知識の理解促進を図るとと

もに､ 平成23年７月から米穀事業者に義務付け

られる産地情報の適正表示に係る指導等を行う

のに要する経費

�あおもりの食の信頼確保推進事業費 881

� ｢食の適正表示｣ 徹底対策事業費 2,627

�米トレーサビリティ普及促進事業費 1,669

｢日本一健康な土

づくり運動｣ ブラッ

シュアップ事業費

(新規)

7,487 ｢日本一健康な土づくり運動｣ を加速させる

ため､ 各種取組の推進に加え､ これまでの取組

実績・成果の検証を踏まえた新推進プランを作

成するのに要する経費
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�県推進事業費 5,687

事 業 内 容 土壌診断､ ＧＡＰ手法

導入拡大指導､ ＩＰＭ

実践指標の活用促進､

推進大会開催､ 新推進

プラン作成等

�あおもり農産物安全・安心確保対策事業費

補助 1,800

補助金交付先 農協等

補 助 率 １
２ (国１２)

補助対象経費 ＧＡＰ手法導入経費

日本一健康な土づ

くり農産物情報発

信事業費

10,453 県産農産物の評価向上による販売拡大を図る

ため､ 日本一健康な土づくりによる生産物の優

位性について､ 消費者に対して効果的に情報発

信するのに要する経費

�土づくり効果で攻める情報発信事業費

8,953

事 業 内 容 優位性データの発掘､

トップセールス等によ

るＰＲ活動､ 野菜ソム

リエによる土づくり農

産物評価会の開催等

�日本一健康な土づくり農産物情報発信事業

費補助 1,500

補助金交付先 生産者団体等

補 助 率 １
３

有機農業等取組拡

大事業費

2,283 有機農業等の取組拡大を図るため､ 有機栽培

等技術の普及・情報発信､ 有機農産物等の取引

推進に向けた商談会の開催､ 販売組織モデルの

育成等に要する経費

あおもり型わら焼

きゼロシステム確

立事業費 (新規)

54,500 稲わらの有効活用と焼却防止対策を推進する

ため､ 農家の意識改革や稲わら需要の新規開拓

等を進めるほか､ 持続可能な地域主体型 ｢稲わ

ら有効利用システム｣ を構築するのに要する経

費
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�あおもり型わら焼きゼロシステム確立事業

費 1,420

�稲わら流通システム構築事業費補助 600

補助金交付先 県畜産農業協同組合連

合会

補 助 率 １
２

�地域提案型稲わら有効利用システム確立事

業費補助 7,000

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
３

�わら焼きシャットアウト大作戦サポート事

業費 42,500

�稲わら流通コーディネーター育成事業費

2,980

農協経営基盤強化

総合対策資金貸付

金

6,500,000 農協合併を促進するため､ 合併農協の不良資

産等の償却に要する資金の助成制度を実施する

ための貸付金

貸 付 先 県農業協同組合中央会

貸付利率 0.1％

貸付期間 １年間

あおもりハイテク

施設園芸インター

ンシップ事業費

(新規)

96,450 寒冷地型施設園芸の担い手を育成するため､

施設園芸への就農を目指す者を対象として､ 実

践プラン策定のための事前研修､ 先進農家にお

けるＯＪＴ研修､ 集中講座等を行うのに要する

経費

若手農業トップラ

ンナー育成強化事

業費

2,853 ｢攻めの農林水産業｣ を担う経営者・地域リー

ダーとして育成した若手農業トップランナーの

活動を支援し､ 新たなトップランナーの育成に

向けた体制づくりを推進するのに要する経費

事業内容 トップランナー塾生のネット

ワーク活動の支援､ 地元青年

会議所会員等との交流会等の

開催､ 次代トップランナーの

育成に向けた出前講座・共同

プロジェクトの実施等
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農業ビジネス若手

起業家養成事業費

(新規)

2,980 若手農業起業家を養成するため､ 営農大学校

と八戸大学の連携による商品開発等の共同プロ

ジェクトやマーケティング活動等を実践するの

に要する経費

青森県グリーン・

ツーリズム新戦略

推進事業費(新規)

2,928 東北新幹線全線開業効果による農林漁家所得

の向上や地域の活性化を図るため､ 家族客・外

国人旅行客向けの滞在プランやグリーンツーリ

ズム実践者向けの経営モデルの開発等に要する

経費

中山間地域等直接

支払交付金交付事

業費

717,013 中山間地域等の農業・農村の有する多面的機

能を確保するため､ 中山間地域等において農業

生産活動を行う農業者等に対し直接支払事業を

行う市町村に対する交付金の交付等に要する経

費

直接支払対象地域

国設定地域 (地域振興４法指定地域) 及

び県特認地域

対象農用地

急傾斜地､ 小区画・不整形な水田､ 緩傾

斜地等

�中山間地域等直接支払交付金 708,909

交付金交付先 市町村

交付対象面積 17,949ha

負 担 割 合

国設定地域 国１２､ 県
１
４､ 市町村

１
４

県特認地域 国１３､ 県
１
３､ 市町村

１
３

�市町村推進事務費補助 7,495

�県推進事務費 609

農業法人経営体質

強化支援事業費

(新規)

1,000 意欲のある農業法人を新たに農産加工の取組

みに誘導するため､ 優良法人講演会､ 経営管理

研修会等を開催するのに要する経費

攻めの地域営農企

業化戦略推進事業

費

2,983 集落営農組織の法人化・企業化の促進と農業

就業人口の減少に対応できる地域営農システム

を構築するため､ ｢攻めの地域営農企業化戦略｣

に基づく企業化活動の普及・定着の推進等に要

する経費
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事業内容 地域営農企業化支援チームに

よる支援活動､ 事例集作成､

企業化推進セミナーの開催等

遊休農地いきいき

事業費

17,900 市町村域を越えての農地の有効利用や耕作放

棄地の再生利用を推進するための､ 農地の受け

手と出し手のマッチング､ 受け手に対する重点

的な営農指導等の実施に要する経費

�耕作放棄地まとめて解消促進事業費 (新規)

1,609

�耕作放棄地活用促進情報発信事業費 3,025

�耕作放棄地緊急解消事業費 13,266

県産もち米流通・

加工促進事業費

(新規)

3,100 加工適性に優れたもち新品種 ｢あかりもち｣

の生産振興を図るため､ 加工新商品の開発や県

内外への販路開拓を支援するのに要する経費

�県産もち米流通・加工促進事業費補助

2,400

補助金交付先 市町村

事業実施主体 農業生産法人等

補 助 率 １
４

�県産もち米流通・加工促進事業費 700

活力ある米づくり

総合支援事業費

(新規)

3,371 全国的な消費減少や米価下落による産地間競

争に対応するため､ 気象変動に対応した品質安

定化技術の推進及び省力・低コスト生産に有効

な直播栽培の拡大に向けた生産体制の整備に対

する支援に要する経費

�活力ある米づくり総合支援事業費補助

1,900

補助金交付先 市町村

事業実施主体 集落営農組織等

補 助 率 １
４

�活力ある米づくり総合支援事業費 1,471

｢こだわりの米｣

生産・販売強化事

業費 (新規)

4,150 米価の下落傾向の中にあって農家所得を確保

するため､ 良食味・高品質米の生産技術に基づ

き地域独自の付加価値ある米づくりを支援する

のに要する経費
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� ｢こだわりの米｣ 生産・販売強化事業費補

助 3,450

補助金交付先 市町村

事業実施主体 農業生産法人等

補 助 率 １
３､

１
４

� ｢こだわりの米｣ 生産・販売強化事業費

700

戸別所得補償制度

推進事業費(新規)

187,776 農業者戸別所得補償制度を推進するため､ 市

町村への指導や対象作物の生産数量目標の管理

及び市町村等が行う要件確認事務等に対する支

援に要する経費

�戸別所得補償制度推進事業費補助 183,146

補助金交付先 市町村､ 県農業再生協

議会

補 助 率 10
10 (国

10
10)

�県推進事業費 4,630

あおもりの新たな

水田農業モデル実

証事業費

11,574 飼料用米や米粉用米の生産振興を図るため､

流通ルート確立に向けた利活用協議会及びフォー

ラムの開催､ 生産から流通・販売までの一連の

システムをモデル的に実証する取組みに対する

支援に要する経費

�あおもりの新たな水田農業モデル実証事業

費補助 10,000

補助金交付先 任意協議会

補 助 率 １
３

�県推進事業費 1,574

にんにく生産基盤

強化対策事業費

(新規)

13,370 高品質のにんにくを安定的に生産供給するた

め､ 優良種苗の低コスト供給体制の構築､ 新た

な病害虫防除対策の確立等に要する経費

�にんにく生産基盤強化対策事業費補助

11,072

補助金交付先 全農県本部等

補 助 率 １
３

�にんにく生産基盤強化対策事業費 2,298
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｢冬の農業｣ 省エ

ネ施設等整備事業

費補助

9,680 県産冬野菜の供給拡大を図るため､ 省エネル

ギー型の生産体制の整備に要する経費に対する

補助

補助金交付先 市町村

事業実施主体 営農集団､ 認定農業者等

補 助 率 １
４

マーケティング重

視型 ｢冬の農業｣

チャレンジ事業費

補助

1,860 県産野菜のシェア拡大を図るため､ 販売重視

の新たな ｢冬の農業｣ の実践に向けた取組みに

要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村､ 農協等

補 助 率 １
３

儲かる ｢冬の農業｣

実践モデル事業費

1,489 ｢冬の農業｣ 実践者の育成と生産・出荷体制

の強化による産地拡大を図るため､ 農協等が市

場と連携して実施する ｢冬の農業｣ 実践農場の

開設及び計画出荷に向けた生産から流通・販売

までの実践研修に対する支援等に要する経費

�儲かる ｢冬の農業｣ 実践モデル事業費補助

1,200

補助金交付先 農協等

補 助 率 １
３

�県推進事業費 289

特産果樹産地育成・

ブランド確立事業

費 (新規)

14,521 特産果樹新興産地のブランド化を推進するた

め､ 果樹産地体制の整備に対する支援等に要す

る経費

�特産果樹産地育成・ブランド確立事業費補

助 14,299

補助金交付先 市町村

事業実施主体 営農集団､ 認定農業者

等

補 助 率 １
２､

１
３､

１
４

�県推進事業費 222

青森県りんご経営

安定対策事業費

(新規)

478,963 りんご産業の維持を目指した緊急需給調整対

策及び経営安定対策に要する経費
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� 緊急需給調

整特別対策事

業費補助

13,005 ９月から翌年１月の期間において､ りんごの

在庫量が一定基準を上回った場合等に､ りんご

の価格浮揚を図るための緊急需給調整特別対策

事業の実施に要する基金の造成に要する経費に

対する補助

補助金交付先 �県青果物価格安定基金

協会

補 助 率 25％ (ほかに国50％､ 商

協連25％､ 全農県本部25

％)

� りんご緊急

需給調整対策

事業費

38,822 ２月から３月の期間において､ りんごの在庫

量が一定基準を上回った場合等に､ りんごの価

格浮揚を図るためのりんご緊急需給調整対策事

業の実施に要する基金の造成に対する支援等に

要する経費

�りんご緊急需給調整対策事業費補助 38,500

補助金交付先 �県青果物価格安定基

金協会

補 助 率 35％ (ほかに市町村15

％､ 商協連25％､ 全農

県本部25％)

�県推進事務費 322

� りんご経営

安定対策事業

費

427,136 りんごの価格が大幅に下落した際に､ 生産者

に対して次年度の再生産費用の一部を交付する

ための基金の造成に対する支援等に要する経費

�りんご経営安定対策事業費補助 427,046

補助金交付先 �県青果物価格安定基

金協会

補 助 率 35％ (ほかに市町村15

％)

�県推進事務費 90

青森りんごまるご

と発信事業費

1,000 本県産りんごの消費拡大を図るため､ 民間主

導による効率的・継続的な青森りんごの食育学

習活動の実践体制を構築するのに要する経費

事業内容 青森りんごマスター育成研修

会の開催､ 指導マニュアルの

作成等
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まるごとアップル

加工ビジネス推進

事業費 (新規)

18,000 本県りんご加工製品のマーケット拡大を図る

ため､ ストレートジュースに次ぐ収益性の高い

ブランド製品の販売拡大と新たな加工ビジネス

を創出するのに要する経費

事業内容 りんごシードルフォーラム及

びシードルづくり研修会の開

催､ ストレートジュース及び

シードルの西日本等での宣伝

活動､ 実用化に向けたりんご

セラミド含有量の分析及び安

全性解明の研究等

エリート牛群リス

トアップ酪農基盤

強化事業費

1,550 乳牛の泌乳能力向上による酪農農家の経営の

安定化を図るため､ 泌乳能力検定に関するセミ

ナー・研修会の開催及び高能力雌牛の後継牛作

出に対する支援等に要する経費

�県推進事業費 1,150

�エリート牛群リストアップ酪農基盤強化事

業費補助 400

補助金交付先 全農県本部

補 助 率 １
３

あおもり特産畜産

物の生産・販売強

化事業費

5,410 本県の特産畜産物である青森シャモロック及

び短角牛の生産・販売体制を強化するため､ 低

利用部位の取引促進に向けた加工品・メニュー

開発､ 飼料用米を用いたシャモロックの高付加

価値生産技術の確立及び短角牛の生産・出荷時

期の調整に対する支援等に要する経費

�あおもり特産畜産物生産・販売強化事業費

4,410

�日本短角種産地拡大支援事業費補助 1,000

補助金交付先 農協

補 助 率 １
３

全国和牛オリンピッ

ク対策強化事業費

(新規)

2,513

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

6,000

平成24年度に長崎県で開催される全国和牛能

力共進会を契機に本県の次代を担う種雄牛の知

名度向上を図るための出品に向けた体制づくり

等に要する経費
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あおもり食産業を

守る獣医師確保緊

急対策事業費

6,015 県の獣医師職員不足に対処するため､ 修学資

金の給付､ 獣医学生等を対象としたインターン

シップ・交流､ 研修環境の充実等の総合的な獣

医師確保対策に要する経費

�あおもりの獣医師を育てる緊急対策事業費

3,740

・産業動物獣医師修学資金給付事業負担金

2,040

負担金交付先 �中央畜産会

負 担 率 １
２

給 付 対 象 者 獣医系大学に在籍す

る６年生

給付対象人員 ３人

・獣医師育成対策事業費 1,700

�安全で健康な家畜確保研修事業費 1,170

�安全な研修環境確保事業費 729

�獣医師確保対策会議開催費 376

森林整備地域活動

支援事業費

49,668 森林の持つ多面的機能を維持・向上させるた

め､ 森林所有者等による森林施業の提案・集約

化に必要な地域活動を支援する市町村に対する

交付金の交付及び基金の造成等に要する経費

�森林整備地域活動支援交付金基金積立金

213

�森林整備地域活動支援交付金 48,719

交付金交付先 市町村

交 付 対 象 者 森林所有者等

交付対象面積 12,992ha

交 付 額 １年度当たり5,000円／ha

負 担 割 合 国１２､ 県
１
４ (ほかに市

町村１４)

�森林整備地域活動支援推進事業費補助 574

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２ (国１２)

�県推進事務費 162
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森林カーボン・オ

フセット確立事業

費

2,710 間伐等の森林整備や県民参加型の森林づくり

を推進するため､ Ｊ－ＶＥＲ (オフセット・ク

レジット) 制度を活用した県有林の間伐による

二酸化炭素蓄積量のクレジット化に取り組むと

ともに､ 二酸化炭素吸収量の ｢見える化｣ を図

り､ 企業・住民が積極的な森林づくりに参加で

きる仕組みを構築するのに要する経費

�Ｊ－ＶＥＲ制度活用モデル事業費 2,247

�青森県森林ＣＯ２吸収認証制度創設事業費

213

�青い森の町内会ＰＲ活動事業費 250

森林整備加速化・

林業再生事業費

824,094 森林整備の加速化及び森林資源を活用した林

業・木材産業等の再生を図るための取組みに対

する支援及び基金の造成等に要する経費

�森林整備加速化・林業再生基金積立金

1,095

�森林整備加速化・林業再生事業費補助

814,239

補助金交付先 森林組合等

補 助 率 １
２､ 定額

補助対象経費 地域協議会運営費､ 間

伐経費､ 林内路網整備

費､ 高性能林業機械等

導入費､ 木造公共施設

等整備費､ 地域材利用

開発費等

�県営林作業道整備事業費 8,000

�県事務費 760

青森県産材販売促

進ステップアップ

事業費

20,086 県産材の利用促進を図るため､ 民間事業者に

よる県産材の情報提供体制の整備や県内販売促

進活動等に対する支援､ 県外における民間事業

者との連携による販路開拓活動､ 原木の集約化

による大量輸送システムの構築及び県内消費者

の地産地消の意識を高めるための普及啓発活動

に対する支援等に要する経費
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�県産材販売促進ステップアップ事業費

18,622

・県産材販売促進ステップアップ事業費補

助 3,000

補助金交付先 青森県産材認証推進

協議会

補 助 率 １
２､ 定額

・県外販売促進事業費 1,246

・大量輸送システム構築事業費 14,376

�県産材地産地消推進事業費 1,464

・県産材地産地消推進事業費補助 900

補助金交付先 地産地消情報誌編集

委員会

補 助 率 １
２

・県推進事業費 564

県産スギ需要拡大

緊急対策事業費

(電源三法交付金

活用事業)

147,475 県内木造住宅における県産材の利用促進を図

るため､ スギ等の認証県産材を使用して住宅の

新築・リフォームを行う施主を対象に､ 県産材

を使用した家具・建具等と交換できる ｢県産材

エコポイント｣ を発行する取組みに対する支援

及び建築費の一部を助成するのに要する経費

�県産スギ需要拡大緊急対策事業費補助

48,300

補助金交付先 青森県産材認証推進協

議会

補 助 率 定額

発 行 上 限 １施主当たり30ポイン

ト (１ポイント当たり

7,000円相当)

�森林整備加速化・林業再生事業費補助

96,000

補助金交付先 青森県産材認証推進協

議会

補 助 率 定額

補 助 限 度 額 １施主当たり30万円

�県産スギ需要拡大ＰＲ事業費 3,175
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低炭素社会につな

ぐ木質バイオマス

利用拡大事業費

(新規)

3,100 木質バイオマスの利用拡大を図るため､ 木質

バイオマス燃料導入施設の普及拡大及び燃料コ

ストの低減化に要する経費

事業内容 木質バイオマスプランナー養

成､ 自治体施設への普及促進､

林地残材の原料化に向けた検

証､ 排出量取引システムの確

立に向けた協議会の開催等

攻めの木材加工施

設立地推進事業費

(新規)

5,100 県産原木の安定供給及び製材の県内生産拡大

を図るため､ 集成材等大型加工工場の立地プラ

ンの作成及び立地推進活動に要する経費

ナラ枯れ被害防止

対策事業費(新規)

4,000 深浦町内でナラ枯れ被害が確認されたことを

契機に､ 県内における被害の拡大防止・予防を

徹底するため､ 被害対策検討会の設置､ カシノ

ナガキクイムシの生息調査及び新たな被害が確

認された場合の被害木の伐倒・くん蒸等の防除

対策に要する経費

�ナラ枯れ被害防止対策事業費 1,000

�森林病害虫防除対策事業費 3,000

低コスト間伐実践

普及事業費

24,677 効率的かつ低コストな間伐モデルを普及し､

更なる間伐の促進を図るため､ 新たな作業シス

テムによる間伐の実践及び森林所有者への施業

提案等を行う技術者の養成に要する経費

ふるさと林道緊急

整備事業費

72,370

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

162,370

山村地域の振興と生活環境の改善を図るため､

地域が緊急に対応しなければならない課題に応

えて早急に行う必要がある林道の整備に要する

経費

ふるさと農道緊急

整備事業費

225,000

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

513,000

農村地域の振興と生活環境の改善を図るため､

地域が緊急に対応しなければならない課題に応

えて早急に行う必要がある農道の整備に要する

経費
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戦略作物生産拡大

関連基盤緊急整備

事業費 (新規)

500,000 農業者戸別所得補償制度に対応して戦略作物

の作付けを拡大するため､ 排水不良水田の解消

に向けた暗渠排水・排水路の整備に要する経費

農業生産基盤自立

的保全管理促進事

業費 (新規)

12,000 農業者戸別所得補償制度に対応して水田農業

の収益性を高めるため､ 地域の自主自立による

農業生産基盤の長寿命化と適切な機能発揮を推

進するのに要する経費

事業内容 農業水利施設等の維持補修技

術の検証・実践､ 機能低下原

因に応じた地下かんがいシス

テム等導入の基準づくり､ 生

産基盤更新に向けた事前積立

制度の検討等

農地・水・環境保

全向上対策事業費

358,785 農業用水路や農地などを地域全体で支えてい

く適正な保全管理手法や体制を確立するため､

農業用水路等の地域資源を保全する効果の高い

共同活動と化学肥料・化学合成農薬の使用を大

幅に低減する先進的な営農活動を支援するのに

要する経費

�農地・水・農村環境保全向上活動支援交付

金 327,696

交付金交付先 県農地・水・環境保全

向上対策地域協議会

交 付 率 定額 (ほかに国､ 市町

村定額)

�農地・水・農村環境保全向上活動推進交付

金 3,680

交付金交付先 市町村

交 付 率 10
10

�農地・水・農村環境保全向上活動推進事業

費 1,154

�農地・水保全管理向上活動支援交付金 (新

規) 15,000

交付金交付先 県農地・水・環境保全

向上対策地域協議会等

交 付 率 定額 (ほかに国､ 市町

村定額)
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�農地・水・環境保全向上営農活動支援交付

金 10,570

交付金交付先 県農地・水・環境保全

向上対策地域協議会

交 付 率 定額 (ほかに国､ 市町

村定額)

�農地・水・環境保全向上営農活動推進交付

金 357

交付金交付先 市町村

交 付 率 10
10

�農地・水・環境保全向上対策営農活動支援

事業費 328

陸奥湾ほたてがい

高水温被害対策関

連経費

337,527

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

353,447

平成22年夏の高水温により被害を受けた陸奥

湾ほたてがい産業の早期回復を図るのに要する

経費

� ほたてがい

複合加工確立

緊急支援事業

費 (新規)

(電源三法交

付金活用事業)

89,500 ほたてがい加工産業の振興と雇用維持を図る

ため､ 加工原料の確保及び複合加工体制の確立

に向けた取組みに対する支援等に要する経費

�ほたてがい加工原料確保事業費補助 83,400

補助金交付先 ほたてがい加工関連の

協同組合等

補 助 率 １
２

�ほたてがい複合加工支援事業費補助 6,000

補助金交付先 ほたてがい加工業者

補 助 率 １
２

�県推進事務費 100

� ほたてがい

高水温被害回

避対策事業費

(新規)

3,380

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

19,300

陸奥湾ほたてがい養殖業の経営安定を図るた

め､ 高水温被害の軽減対策として養殖場内の水

温・潮流の推定方法の確立や高水温に対応した

養殖手法の開発等を行うのに要する経費
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� 陸奥湾養殖

業ステップアッ

プ事業費

(新規)

8,220 陸奥湾ほたてがい養殖業の経営安定を図るた

め､ 高精度で貝毒発生予測が可能なモニタリン

グ手法の開発等を行うとともに､ 県産まぼやの

人工種苗量産実証等を実施することにより複合

養殖を推進するのに要する経費

� ほたてがい

産業高水温対

策推進事業費

2,500 高水温に対応した陸奥湾ほたてがい産業の構

築を図るため､ 生産及び加工の両面から総合的

な対策を検討する専門家委員会の開催等に要す

る経費

� ほたてがい

関連緊急雇用

総合対策事業

費

233,927 高水温被害を受けた陸奥湾ほたてがい養殖業

に携わる漁業関係者等の雇用機会の創出を図る

のに要する経費

�陸奥湾ほたてがい早期再生バックアップ事

業費 81,384

�ほたて貝殻利活用緊急対策事業費 20,388

�漁港・海岸清掃事業費 (新規) 39,785

�漁業者による貝殻を活用した漁場づくり推

進事業費 (新規) 51,155

�陸奥湾ほたてがい漁場環境改善事業費 (新

規) 41,215

漁協系統信用秩序

維持安定対策事業

費

4,512,679 本県漁協系統の信用秩序の維持安定を図るた

め､ 県信用漁業協同組合連合会の経営改善の取

組みを支援するのに要する経費

�漁協系統信用秩序維持安定対策事業資金利

子補給費補助 12,679

補助金交付先 �県漁協経営安定対策

協会

補 助 率 10
10

�漁協系統信用秩序維持安定対策事業貸付金

4,500,000

貸 付 先 �県漁協経営安定対策

協会

貸 付 利 率 無利子

貸 付 期 間 １年間
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

新ステージの漁村

を担う人財啓発事

業費 (新規)

2,160 漁業者､ 漁協職員の競争力・企業感覚を養成

し､ 将来の漁村の地域力向上を図るため､ ｢浜

のマネージャー養成塾｣ を開催するとともに､

地域の課題等について漁協のトップからヒアリ

ングをするのに要する経費

資源管理・漁業所

得補償対策推進事

業費 (新規)

19,747 平成23年度から導入される国の漁業所得補償

対策を円滑に活用するため､ 対策推進員を設置

し､ 資源管理計画の実施状況の確認等を行うの

に要する経費

県産金あゆによる

白神水系あゆの里

づくり推進事業費

(新規)

4,440 全国的に評価が高い県産金あゆによる観光力

強化と産業振興を図るため､ 地域関係者による

天然あゆの供給体制整備､ 釣りイベントの開催､

白神水系での試験放流等の実施に要する経費

八戸高鮮度さば活

用新商品開発事業

費 (新規)

2,346 本県さばの高品質安定供給と高鮮度特性を活

かした新たな商品開発・ブランド化を推進する

ため､ 関係団体と連携し､ 品質保持試験､ 用途

開発､ 技術普及等を実施するのに要する経費

あおもりのさかな

生産強化対策事業

費

11,672 漁獲量が全国でトップレベルにある本県の主

要魚介類の生産・供給体制､ 資源対策の強化を

図るのに要する経費

�青森ほたて生産・販売実証事業費 1,732

�日本海さくらます資源再生事業費 2,700

�ゆるぎないなまこ主産地形成事業費 7,240

日本海モデル水産

加工業構築事業費

1,300 日本海沿岸地域における水産加工業の振興と

漁家経営の安定を図るため､ 地域の未利用魚種

の高付加価値化に向けた加工品の開発､ 技術支

援に要する経費

あおもりの水産資

源を育む干潟・藻

場環境づくり推進

事業費

8,440 本県沿岸地域における健全な水循環の確保と

水産物の安定供給を図るため､ 水質浄化機能や

水産物の育成場・生息場としての機能を有する

干潟・藻場の基礎生産力を高める方策の検討・

調査に要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

水産物荷さばき施

設等衛生高度化推

進事業費 (新規)

3,324 水産物産地生産体制の衛生高度化及び販売体

制の強化を図るため､ 意欲ある地区の取組みを

支援するとともに､ 荷さばき施設の衛生管理や

販売体制についての調査・検討等を行うのに要

する経費

�衛生高度化推進事業費補助 1,000

補助金交付先 漁協､ 漁業者等

補 助 率 １
２

�県推進事業費 2,324

商工労働部

農林水産部

エネルギー

総合対策局

地方独立行政法人

青森県産業技術セ

ンター運営費

4,246,291 平成21年４月１日に工業系及び農林水産系の

試験研究機関を統合し設立した青森県産業技術

センターの運営に要する経費

�運営費交付金 3,593,182

�研究費交付金 389,040

・基本計画推進重点枠分 85,501

・基本計画推進重点枠以外分 303,539

交付金の考え方 人件費＋物件費－収入

＋特別経費

�法人固有職員及び県派遣職員共済費

264,069

農林水産部

教育委員会

未来へ伝えるあお

もりの食推進事業

費

43,494

� 笑顔をつく

るあおもり食

育県民運動推

進事業費

(新規)

2,490 食育推進計画の推進と民間による食育啓発の

取組みの促進を図るため､ 食育指導者研修会や

あおもり食育検定の実施､ 市町村等の食育活動

に対する支援等に要する経費

�食事バランスガイド普及推進事業費補助

1,000

補助金交付先 市町村等

補 助 率 １
２ (国１２)

�県推進事務費 1,490

� みんなで進

める子どもの

食育応援事業

費

3,883 食育サポーターを活用した地域に根ざした食

育活動を展開するとともに､ 民間団体が中心と

なった広域的な食育活動を推進するのに要する

経費
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� あおもり食

育コンシェル

ジュ派遣事業

費

22,147 地域ぐるみの食育活動を推進するため設置す

る ｢あおもり食育コンシェルジュ｣ の活動に要

する経費

� 地産地消で

つくる笑顔の

給食拡大事業

費

5,800 学校給食における地産地消率の向上を図るた

め､ 学校給食関係者､ 生産者､ 加工・流通業者

等が連携し､ 県産食材の学校給食への安定供給

体制を構築するのに要する経費

�県産食材学校給食マッチング事業費 1,572

�産直・給食タイアップ事業費 1,437

�米粉等給食向け加工品開発事業費 2,791

� 地産穀物パ

ワーアップ推

進事業費

1,114 県産穀物の地産地消を推進するため､ 学校給

食向けパン用小麦の安定供給に向けた種苗供給

体制の整備及び産直施設向けの大豆・小麦・米

粉を活用した新たな加工品の開発に要する経費

� 学校におけ

る地場産物活

用推進事業費

8,060 学校給食への地場産物の活用及び食育の推進

を図るため､ 米飯給食・地場産物活用推進委員

会の設置､ 高校生食育マイスターの認定・活用､

食育実践モデル地域における先進的な取組み等

に要する経費

県土整備部 県費単独道路事業

費

7,612,875

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

8,962,875

� 橋梁補修対

策費

601,969 橋梁の長寿命化及び効率的な維持管理を推進

するため､ 平成17年度に構築した橋梁アセット

マネジメントシステムによる計画的な補修工事

等の実施に要する経費

(公共事業費等対応額 1,358,103)

(公共事業費等対応額を含む合計額

1,960,072)

� 市町村合併

支援道路整備

事業費

201,500 合併重点支援地域等における中心市街地や公

共施設等の拠点を連絡する道路､ 橋梁等の整備

に要する経費
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